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設置認可 教学面の質保証

大学教育の質保証の全体像（イメージ図）

申請者

文科省申請書
提出

大学設置・学校法人審
議会（設置審）へ

諮問

答 申

認 可

大学開学

・書類審査
・面接審査
・実地審査

審 査

（ＡＣ：アフターケア）
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設置計画履行状況調査

今後の検討課題

す
あ
か

設置計画の履行状況等について
報告を求め、調査を実施。必要に
応じ指導・助言。

設置認可後、原則完成年度（４年
制大学の場合は４年間）まで実施。

大学設置・学校法人審議会大学
設置分科会に調査結果を報告、
審議

留意事項を付すこととされたもの
については、当該大学に通知す
るとともに、公表

※第８期大学分科会において継続検討

２．認証評価制度の改善

平成３０年度からの第３サイクルに向
けて、認証評価制度全体の改善の方向
性のとりまとめに向け、下記の事項を中
心に更に具体的な改善方策を検討。
今年度中に方向性をとりまとめ。
【例】
内部質保証等を重視した評価への発展・
移行、評価結果を活用した改善の促進、
認証評価機関の評価の質の向上、評価
における社会との関係の強化、評価人
材の育成、評価の効率化

３．質保証に関係するシステム間
（設置基準、設置認可、認証評
価等）の相互の連携の在り方

各制度の相互の連携や、関係の整理
をはじめ、大学教育の質保証に係る全
体的なシステムの改善充実を図るため
の方策についても検討が必要。

現在、上記２．の認証評価制度の改善
の検討の中で、設置計画履行状況調査
（ＡＣ）との連携についても検討中。

学校教育法第１５条の法的措置【勧告・命令】

設置審へ諮問・答申。改善勧告→改善されない場合、変更命令→改善されない場合、組織の廃止命令。

資料２－２

１．三つのポリシーに基づく大学
教育の実現

（１）三つのポリシーの一体的な策定の
義務付け

（２）三つのポリシーに関するガイドライン
の在り方

（３）三つのポリシーに基づく大学教育に
対する認証評価の在り方（高大接続
改革を通じた大学教育の質的転換を
推進するための評価の在り方）

※（１）（３）は、今年度中に省令改正予定。

（設置審）

学校法人運営の質保証

学校法人運営調査

管理
運営面財務面教学面

日本私立学校振興・共済事業団と連携の上、
各学校法人の財務関係書類に基づく経営状
態の分析等により経営状況を把握。

悪化傾向にある学校法人については、経営
改善計画を作成させるなど、個別指導を実施。

経営状況の把握・指導 管理運営の適正化・充実
学校法人の管理運営組織や財務状況等に
ついて、実態を調査するとともに、必要な指
導・助言を行うため、毎年度、学校法人運営
調査委員による実地調査を実施。

管理運営に問題のある学校法人について
は個別に指導・助言を実施。改善が図られな
い法人や著しい問題のある法人に対しては、
案件に応じて私学助成金の減額や私学法に
基づく行政処分等を含め厳正に対処。

国立大学法人評価（中期目標の達成状況に係る評価）

国立大学法人評価委員会

国立大学法人

業務実績報告書
提出

（独）大学評価・学位授与機構

※評価結果は公表され、次期の中期目標・中期計画の内容や運営費交付金等の算定に反映される。

各事業年度の業績を評価（主として業務運営、財務内容等の中期計画の達成に向けた進捗状況を評価）
中期目標期間の業績を評価（教育研究の状況も含めた業務全般について中期目標の達成状況を評価）

教育研究面の評価を要請 ※中期目標期間評価のみ

中期目標期間の教育研究評価の結果を通知

※同様に、公立大学法人についても別途評価制度が存在

教育研究
活動（Ｄ）

自己点検・評価
（Ｃ）

認証評価(第三者評価)

自己改善
（Ａ）

各大学内での取組
（大学内部の自律的な活動が原則）

三つのポリシー等の教育活動
方針（P）の明確化が必要

社会への説明・発信

自律的な改革サイクル
の確立が必要

連携が
不十分

内部質保証を重視した評価が必要


